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第１ 提出書類の記載及び提出要領 

 

１ 現地見学会参加に係る申込書 
 

(1) 現地見学会参加申込書                      （様式第 1号） 

 

２ 入札説明書等に関する質問書に関する提出書類 
 

(1) 入札説明書等に関する質問書           （様式第 2号） 

 

３ 参加表明及び参加資格確認書類等に関する提出書類 
以下の(1)～(4)に示す書類を正１部、副１部提出すること。なお、提出時には(1)～(4)の

電子データを格納した CD-R または DVD-R を１枚同封すること。 

 

(1) 参加表明に関する提出書類 

ア 参加表明書                         （様式第 3-1-1 号） 

イ 入札参加者の構成及び役割分担表               （様式第 3-1-2 号） 

ウ 参加表明における委任状                   （様式第 3-1-3 号） 

 

(2) 参加資格確認に関する提出書類 

参加資格確認申請書                       （様式第 3-2 号） 

 

本事業の参加資格確認申請について、代表企業、構成企業及び協力企業に関する次に示す

必要書類を添付のうえ、提出すること。 

 

＜添付書類＞ 

① 会社概要（パンフレット等の使用も可） 

② 商業登記簿謄本（提出日において発行日より３ヶ月以内のもの） 

③ 企業単体の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計画書（直近３期分） 

④ 連結決算の貸借対照表、損益計算書（連結決算実施企業に限る。直近３期分） 

 

(3) 参加資格確認書類 

ア SPC 運営管理等業務を実施する者の参加資格要件に関する書類  （様式第 3-3-1 号） 

イ 設計業務を実施する者の参加資格要件に関する書類       （様式第 3-3-2 号） 

ウ 建設業務を実施する者の参加資格要件に関する書類       （様式第 3-3-3 号） 

エ 工事監理業務を実施する者の参加資格要件に関する書類     （様式第 3-3-4 号） 

オ 維持管理業務を実施する者の参加資格要件に関する書類     （様式第 3-3-5 号） 

カ （任意事業の提案がある場合）任意事業を実施する者の参加資格要件に関する書類 

       （様式第 3-3-6 号） 

 

(4) その他 

ア 暴力団排除に係る誓約書                    （様式第 3-4 号） 



 

3 

 

４ 個別対話に関する提出書類 
(1) 個別対話参加申込書        （様式第 4-1 号） 

(2) 個別対話における質問書       （様式第 4-2 号） 

 

５ 入札書等・提案審査書類提出時の提出書類 
入札時は、次の（1）に示す書類（以下「入札書等」という。）及び次の(2)～(4)に示す書類

（以下「提案審査書類」という。）を作成し、指定の部数を提出すること。（3）企画提案書は

正本１部、副本 13部を用意すること。また、（2）提案審査書類提出届等は、（3）企画提案書

の正本の前に添付すること。なお、正本の表紙には、「正本」である旨を記入し、副本の表紙

には、右肩に１から 13までの番号を付けること。 

 

入札時の提出書類 規格等 部数 
（1）入札書等 ア 入札書 

A4 判 各１部 
イ 入札価格内訳書 

提案審査書類 (2)提案審査書類

提出届等 
ア 提案審査書類提出届 

A4 判 各１部 

イ 提案確認書 

ウ 業務要求水準に関する

誓約書 

エ 基礎項目審査確認リス

ト 

(3)企画提案書 

ア 事業計画に関する提案

書 

― 
正本１部 

副本 13 部 

イ 施設整備計画に関する

提案書 
ウ 維持管理計画に関する

提案書 
エ 施設整備計画図面集 

(4)提案審査書類の電子データ CD-R（ま

たは

DVD-R） 

３部 

 

(1) 入札書等               

ア 入札書                            （様式第 5-1-1 号） 

イ 入札価格内訳書 

（本編）                          （様式第 5-1-2 号） 

（別紙）                          （様式第 5-1-3 号） 

ウ 委任状（開札の立会）（代理人が立ち会う場合のみ提出）     （様式第 5-1-4 号） 

 

(2) 提案審査書類提出届等 

ア 提案審査書類提出届                     （様式第 5-2-1 号） 

イ 提案確認書                         （様式第 5-2-2 号） 
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ウ 業務要求水準に関する誓約書                 （様式第 5-2-3 号） 

エ 基礎項目審査確認リスト                   （様式第 5-2-4 号） 

 

(3) 企画提案書 

ア 事業計画に関する提案書 

項目 主たる記載事項
最大

枚数

対応

様式

事
業
計
画

①事業実施の

基本方針

・本事業の取り組み方針 
３枚 A-1 

②事業実施体

制及び役割分

担

・事業体制（SPC 運営管理等、設

計・建設、維持管理、（提案す

る場合）任意事業） 

・地域の企業や資材の活用方針 

・類似する事業の実績 

・各業務の業務体制並びに配置予

定の主担当が有する実績、経歴 

４枚 A-2 

③事業の安定

性・確実性及

びリスクへの

対応 

・資金調達方法 

・不測の資金需要に対する対応策 

・SPC の経営に影響を与える可能

性のあるリスクと対応策（保険

の付保等を含む） 

・各費用（設計費、施設整備費、

工事監理費、維持管理費等）の

算定の考え方 

２枚 A-3 

④モニタリン

グ 

・セルフモニタリングの方法・内

容 
２枚 A-4 

⑤施設運営の

円滑性・利用

者利便の向上 

・施設の運営が円滑になされるよ

うな配慮・工夫 

（以下、任意業務の提案がある場

合） 

・任意事業の方針及び内容と効果 

・本体事業に影響を与える可能性

のあるリスク及びその対応策

（保険の付保等を含む。） 

 

３枚 A-5-1 

（任意事

業の提案

がある場

合） 

３枚（う

ち 1 

枚は A3

判） 

A-5-2 

（土地貸付条件書） 

 

イ 施設整備計画に関する提案書 
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項目 主たる記載項目 
最大 

枚数 

対応 

様式 

施
設
整
備
計
画 

①外観計画 

・「札幌市風致保全方針」等

を踏まえた外観計画の主旨

（景観配慮内容、外装材の

選定意図を含む） 

・周辺環境との調和・配慮に

関する工夫 

２枚 B-1-1 

図面１

～ 

図面７

（「エ

施設整

備計画

図面集

」）を

参照）

②配置計画・敷

地 内 動 線 計

画・外構計画

・配置・敷地内動線・外構・

植栽計画の主旨及び工夫 

・交通環境の変化による周辺

への影響を抑制するための

工夫 

・各アクセス手段と経路及び

都市計画関連施設の整備方

針と位置づけ（地区施設

等）、維持管理方針（セキ

ュリティラインの考え方を

含む） 

・風致保全方針を踏まえた外

構・植栽計画の主旨 

・樹種選定に係る考え方  

・歩車動線及び駐車場等の配

置図 

・利用者や関係者の安全性や

利便性等を確保するための

動線等における工夫 

・凍結防止に係る設備等の設

置・配置計画の主旨 

・駐車場及び荷捌きスペース

の設置に関する工夫 

・公共交通・自転車・徒歩利

用者が施設に円滑にアプロ

ーチできるための工夫 

７枚 B-2-1 

１枚 
B-2-2 

（諸元表） 

１枚 

任意 

B-2-3 

（仕上表） 

１枚 

任意 

B-2-4 

（各室面積

表） 

③平面計画・建

物内動線計画 

・平面計画の主旨 

・催事の種類や使われ方に応

じた利用者及び関係者の動

線の考え方 

２枚 B-3 

④防災計画、安

全・防犯計画 

・防災に対する施設計画の主

旨 

・災害発生時の施設機能の維

持計画 

・安全及び防犯計画の主旨 

２枚 B-4 

⑤ユニバーサ

ルデザイン 

・サイン計画及び協議方針 

・ユニバーサルデザインに関

する工夫 

・バリアフリーチェックへの

２枚 B-5 
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項目 主たる記載項目 
最大 

枚数 

対応 

様式 

対応方針 

⑥環境配慮計

画 

・取得する ZEB 等の認証 

・エネルギーマネジメントに

寄与する施設・設備上の工

夫 

・再生可能エネルギーの利活

用に係る計画の主旨 

・利用者への環境啓発に寄与

する施設・設備上の工夫 

・周辺地域への各種影響の低

減に関する工夫 

４枚 B-6 

⑦維持管理へ

の配慮 

・ライフサイクルコストの低

減に関する工夫 

・メンテナンス性への配慮に

関する工夫 

２枚 B-7 

⑨
諸
室
計
画 

展示ホール ・諸室計画の主旨 

・展示ホールにおける利用者

の利便性向上のための工夫 

・各種催事開催時に多数の人

が多様な利用をすることを

見込んだエントランスホー

ルの計画 

・会議室・控室・運営者事務

室の利便性向上のための工

夫 

５枚 B-8 

エントランス

ホール 

会議室 

各控室 

運営者事務室 

⑩設備計画 

・電気設備計画、機械設備計

画等の主旨 

・デジタル技術の導入及び利

活用方策 

２枚 B-9 

⑪設計・施工計

画 

・設計業務計画（設計協議の

方針、スケジュールなど） 

・施設整備のスケジュール 

・施工計画 

・施工中の周辺環境への配慮 

２枚 B-10-1 

２枚（A3判） 

B-10-2 

（工程計画

書） 

 

ウ 維持管理計画に関する提案書 

項目 主たる記載項目 
最大 

枚数 

対応 

様式 
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項目 主たる記載項目 
最大 

枚数 

対応 

様式 

維
持
管
理
計
画 

①維持管理業務

の取り組み方針 
・維持管理業務の方針 ３枚 C-1 

②維持管理業務

の計画 

・維持管理業務計画（人員配

置計画を含む） 

・緊急時の対応方針及び体制 

３枚 C-2 

③修繕計画 

・維持管理業務開始から 30 年

間の修繕計画 

・事業期間中の経常修繕の内

容 

・大規模修繕抑制に資する各

種対策 

・維持管理業務開始から 30 年

間に発生する想定の大規模

修繕の内容とその時期 

２枚 C-3-1 

２枚（A3

判） 

C-3-2 

（修繕計画表） 

 

エ 施設整備計画図面集 

イの施設整備計画に関する提案書に記載した事項を補足するためのものとして、記載内容

と整合する内容を図面として示すこと。なお様式は A3判とし、枚数は任意とする。 

 

提出書類の名称 縮尺 対応様式 留意点 

配置図 1/1,500 図面１ 
歩車動線及び駐車場等の配置

図も含め記載すること 

外構計画図 1/1,500 図面２  

立面図 1/800 図面３  

断面図 1/800 図面４  

各階平面図 1/1,000 図面５  

外観透視図 任意 図面６ 

近景（北野通）、中景（八紘学

園前及び白石藻岩通）、遠景（羊

ケ丘展望台）からのイメージパ

ースを含め作成すること 

内観透視図 任意 図面７  
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６ 提案概要書 
提案の概要書として、落札時に提案の概要を公表することを前提に提案の要約を作成する

こと。A4判縦とし、枚数及び記載内容は任意とするが、外観透視図又は内観透視図を貼付す

るなど市民にとって整備される施設の内容が分かりやすい記載とすること。なお提案書に記

載した以外の内容は記載してはならない。また、落札者以外は本様式を提出する必要は無い。 

 

提案概要書                              （様式第 6 号） 

 

７ 入札辞退時の提出書類 
入札辞退時は、次の書類を１部提出すること。 

 

入札辞退届                            （様式第 7 号） 
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第２ 作成及び提出上の留意点 

 

１ 提出書類の位置づけ 
書類の作成に当たっては、落札者決定基準を熟読し、提出書類の審査上及び契約上の位置

づけをよく理解すること。 

 
２ 企業名の記載 

入札時の提出書類のうち、企業名は第１の５の(1)、(2)及び(3)の正本のみに記入し、副

本には一切の企業（代表企業、協力企業または構成企業とならない企業も含む）名称（通称、

略称を含む）及びこれらの企業を類推できるものの記載（ロゴマークの使用や自社独自開発

技術の固有名称など）は行わないこと。 

 
３ 記載内容 

・明確かつ具体的に記述すること。 

・分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用す

ること。 

・造語や略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。 

・他の様式や補足資料に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当す

るページを記入すること。 

・提出書類に使用する言語は日本語とし、すべて横書きとする。また、単位はＳＩ単位、通

貨単位は日本円、時刻は日本標準時（UTC+9）とすること。 

・提出書類において消費税及び地方消費税を含めた額を記入する場合には、すべて 10%で計

算すること。 

・所在地等については、略さず〇条○丁目○番○号等は正確に記載すること。また、政令指

定都市は市から、それ以外は都道府県から記載すること。 

・電子メールアドレスについては、携帯電話のメールアドレスは記載しないこと。 

・各様式において、記述が必要とされている事項については、必ず記述すること。 

 
４ 書式等 

・使用する用紙は、特に指定のない限り、日本工業規格「A4 判」縦長横書き片面とし、上下

左右には 20mm 程度の余白を設けること。 

・分かりやすさ、見やすさに配慮し、企画提案書で使用する文字の大きさは、図表等を除き

10.5 ポイント以上とし、適度な行間を設けること。また、提案内容について、特に強調し

たい箇所、重要と考える箇所等は、ゴシック体の使用、太字、下線等により見やすくする

ための工夫をすること。 

・枚数制限が定められている場合は、それを遵守すること。 

・ページが複数にわたる場合は、右肩に指定された記載箇所に「通し番号/当該様式全体の

総頁数」を記入（例えば、様式 Aでは、様式 A-1～様式 A-5-2 で一様式とする。）すること。

また、ページ下部中央に（３）企画提案書（様式 A～C 全体）の通しページ数を付すこと。 

・ページ右下に、市から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている登録記号を付

すこと。 

・各様式の枠内に記載されている注記事項については、削除したうえで提案内容を記載する
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こと。 

 

５ 提出要領 
・参加表明書及び参加資格確認書類の提出に際しては、様式第 3-1-1 号から第 3-4 号までを

A4 ファイルに番号の若い順に一括して綴じ、必要な添付書類を添付したうえで、表紙及び

背表紙に「参加表明及び参加資格確認申請等に関する提出書類」と記載の上、提出するこ

と。 

・入札書（様式第 5-1-1 号）は封かんのうえ、１部を提出すること。封筒には「札幌市長 秋

元 克広 あて」と「（仮称）新展示場整備事業」を記載し、「入札書在中」と朱書を行い

入札参加者の代表企業の名称及び住所を表記すること。封筒については横書きまたは縦書

きのいずれも可とする。 

・入札価格内訳書（様式第 5-1-2 号及び第 5-1-3 号）は入札書の提出と同時に、入札書と別

に両様式をまとめて封かんして提出すること。封筒には「札幌市長 秋元 克広 あて」

と「（仮称）新展示場整備事業」を記載し、「入札価格内訳書在中」と朱書を行い入札参加

者の代表企業の名称及び住所を表記すること。封筒については横書きまたは縦書きのいず

れも可とする。 

・委任状（開札の立会）（様式第 5-1-4 号）を提出する場合は、様式に従い記入押印のうえ、

入札説明書に記載の提出場所に提出すること。 

・様式第 5-2-1 号から第 5-2-4 号まで(正本のみ)と、様式第 A-1 号から第 A-5-2 号までと、

様式第 B-1-1 号から第 B-10-2 号までと、様式第 C-1 号から第 C-3-2 号までを A4ファイル

に番号の若い順に一括して綴じ（添付書類を含む。）、表紙及び背表紙に「提案書」並びに

市から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている登録記号を記載の上、提出す

ること。A3 判の様式は、横長片面印刷とし、A4ファイルに折り込んで綴じること。 

・図面１から７までは、横長片面印刷とし、A3ファイルに番号の若い順に折りたたまずに一

括して綴じ、表紙及び背表紙に「施設整備計画図面集」並びに市から送付された参加資格

確認結果通知書に記入されている登録記号を記載の上、提出すること。 

・落札者は、落札から 10 日以内（必着）に様式第 6 号の電子データ（４MB 以内とし、電子

メール添付）を提出すること。 

 

６ 提案内容の電子データ 
応募時は、提案審査書類提出届等のア～エ及び企画提案書のア～エまでの提案内容がすべ

て保存されている CD-R または DVD-R を３部提出すること。１枚に収まりきらない場合は、

複数枚に分けて提出することも可とする。 

電子データを保存するアプリケーションソフトは、原則として Microsoft Word 又は

Microsoft Excel（いずれも Windows 対応）とするが、Microsoft Word 及び Microsoft Excel

以外のソフトを使用する場合は、PDF 形式での保存・提出も認める（テキストや画像のコピ

ーが有効な設定とすること）。Microsoft Excel で作成する様式は、関数、計算式等を残した

状態で提出すること。 

図面は、使用ソフトを Microsoft Word 又は Microsoft Excel に限定しないが、提出する

データは PDF 形式とする。ただし、外観透視図及び内観透視図はデータを JPEG 形式で併せ

て提出すること。 

 

 


